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1 ■ 検討の背景 
 

検討の背景 

少子高齢化は我が国の大きな社会問題であり，福岡市においても高齢化は着実

に進行している。福岡市における死亡者数は，201１年に初めて年間 10,000 人

を突破し，今後 30 年以上にわたり増加を続け，2048 年のピーク時の死亡者数

は 19,500 人超と現在の２倍近くに達することが予測されている。 

 

このように死亡者数が増加していく中，少子高齢化，核家族化，生涯未婚者の

増加，高齢者の単身世帯増加等の社会情勢の変化により，身寄りがなく自身の死

後に不安を持つ市民が増大している。 

 

この身寄りがない者の死後の不安とは，具体的には，「墓を建てても、その墓

を承継していく者がいない。」「先祖代々の墓があっても，その墓を承継してい

く者がもういない。」等である。また，墓の承継者がいたとしても，「自分の子

孫には，墓の維持管理という負担を掛けたくない。」という考え方をもつ者が増

えており，「墓は，先祖代々受け継いでいくもの」といった墓に対する考え方も

大きく変わってきている。さらに，最近では，散骨（自然葬）といった死後に墓

を必要としない葬送形態に対する関心も広がりはじめている。 

 

このような社会情勢の変化や墓に対する国民意識の変化を踏まえ，政令指定都

市に東京都を加えた 21 都市の中でも 14 の都市が，既に承継を必要としない新

しい形態の墓地を設置運営している。その中でも最も典型的な形態が合葬式墓地

（合葬墓）である。 

 

本市においても，「墓地・納骨堂の需給状況について」（平成２７年度福岡市

保健福祉局調査）において，合葬墓に対する関心やニーズが急速に高まっている

との結果が確認されているところである。 

 

以上のような状況を踏まえ，福岡市立霊園において，合葬墓等の新しい形態の

墓地の導入について検討を進める。 
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2 ■ 市立霊園を取り巻く現状と課題 
（１）福岡市の墓地に対するニーズ 

１）市民アンケート調査結果（保健福祉局） 

＜出典：福岡市墓地・納骨堂に関する市民アンケート調査（平成 27 年 7 月，平成 23 年 3 月）＞ 

 

 

① 福岡市民の墓地・納骨堂の所有状況 

市民アンケート調査では，30.0％が「自分が利用できる墓地・納骨堂がない」と

回答した。また，66.9％は「自分が利用できる墓地・納骨堂がある」と回答したが，

そのうち本市公営霊園での所有率は 10％未満，民間施設を含めた市内での墓地等所

有率は 36.8％で，福岡市民は，市外の民間墓地・納骨堂を所有している者が多いこ

とがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 福岡市民の新たな墓地・納骨堂の取得意向 

平成 27 年 7 月及び平成 23 年 3 月に実施した市民アンケート調査では，いずれ

も約 30％が「いずれは墓地・納骨堂を取得したい」と回答した。また，取得を希望

する運営形態としては，公営霊園の人気が最も高く，取得したい施設形式としては，

「墓」が大きく減少し，「納骨堂」「合葬式の共同墓」が増加している。取得したい

墓地・納骨堂の条件として，市内に立地して，取得費や管理費の費用が安いものを

挙げる傾向に変化は見られなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所有している墓地・納骨堂の種類 

普通墓, 23.9% 

普通墓, 48.8% 

納骨堂, 48.6% 

納骨堂, 40.2% 

合葬墓等 
 17.4% 

 6.6% 

2.3% 

その他 

 3.8% 

無回答 

 7.8% 

0.6% 

平成27年度 
（n=218） 

平成22年度 
（n=348） 

新たに取得を希望する墓地・納骨堂の運営
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【 福岡市内の合葬式施設の整備状況】 

福岡市は，墓地・納骨堂の需給状況調査により，市民の需要に対し，本市近郊を

含めた墓地・納骨堂の供給量が今後 20 年程度充足しているため，原則として，新

規の墓地・納骨堂の経営を許可しないこととしている。 

現在のところ，新たな墓地形態である合葬式施設（合葬墓）は福岡市内にはない。

（福岡都市圏においては数件の事例がみられる。） 

 

③ 福岡市民の合葬式施設に対する意識 

 市民アンケート調査での合葬式墓地についての設問では，下記のとおりであった。 

「合葬墓」を知っているか？ 

「知っている」21.8％，「聞いたことがある」32.4％で，半数以上の市民がお

およそのイメージを持っていると思われる。 

「合葬墓」をどう思うか？ 

  「ふさわしくない」4.4％に対し，「積極的に評価する」15.3％，「関心を持っ

ている」21.8％に「やむを得ない」34.7％を含め 7 割以上が肯定的に捉え，市

民も今後必要な納骨施設と認識していると考えられる。 

「合葬墓」を利用したいか？ 

  合葬墓に肯定的な回答のうち，35.1％が合葬墓を利用したいと回答し，理由と

して，「子供等に迷惑をかけたくない（墓守問題）」が最も多く，続いて「承継者

がいない（承継問題）」「墓等が高額だから（経済的問題）」となっている。 

 

 
 
 
 
 
 
  

積極的に評価 
 15.3% 

関心がある 21.8% やむを得ない, 34.7% 

ふさわしくない 

4.4% 

その他 
2.4% 

わからない 

16.3% 
無回答 
5.2% 

平成27年度 
（N=707） 

利用したい, 
35.1% 

利用したく

ない,18.1% 

わからない, 
44.2% 

無回答, 
2.6% 

合葬墓の利用意向 
n=507 

合葬墓についての市民の意識 

64.0% 

33.1% 

30.3% 

4.5% 

6.7% 

子供などに迷惑を掛けたくない 

承継者がいない 

墓石などが高額 

先祖と同じお墓が嫌 

その他 

※複数回答 

n=178 
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④ 福岡市における合葬式施設整備の必要性 

 市民アンケート調査結果において，墓や納骨堂を取得する際に重視する点につい

て複数回答式で質問したところ，「取得費や管理費用」82％，「自宅からの距離や交

通利便性」65％，「管理運営形態」56％と高い割合であった。墓や納骨堂に感じて

いる問題を複数回答式で質問したところ，「承継者や墓守がいないこと」，「維持管理

の難しさ」が 30％を超え，「費用面」も 25％を超えていた。また，墓や納骨堂に

関し福岡市に求めるものは，公営納骨堂及び公営合葬施設の整備が高く，公営納骨

堂の整備については，前回調査から若干減少しているものの公営合葬式施設の整備

については，前回調査の２倍近い割合となった。 

アンケート結果から，多くの市民が墓や納骨堂について，取得や維持に要する費

用が低額で管理運営形態が明瞭であることを求めていることがわかる。他の政令市

の合葬式施設の整備状況は整備済み又は整備中が多く，本市の市民ニーズは全国的

な傾向と一致していると考えられる。 

以上のことから，福岡市においても公営の合葬式施設は市民ニーズが高く，今後

整備について検討する必要があると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 福岡市での合葬式施設の設置場所 

市民アンケート調査結果において，墓地・納骨堂を取得する際に重視する点で半

数以上の方が選択した項目の一つが自宅からの距離や交通利便性であり，墓や納骨

堂までの移動に要する時間は 80％以上が 1 時間以内を希望している。また，合葬

式施設の利用を希望する市民が最も重視している条件の一つが設置場所となってい

る。アンケートで求めた自由意見においても，立地条件に交通の便が良いことを望

む声が多く，設置場所を選定する際には交通利便性の高さは重視する必要があると

考えられる。 

 

％ 
墓地・納骨堂の取得について重視する点 
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２）市立霊園応募者アンケート結果 

・平成 28 年度の市立霊園利用者募集において，普通墓の利用を希望する応募者に

アンケート調査を実施し，申込者以外で霊園を利用する予定の親族について尋ね

た。 

・霊園を利用する予定の親族は，配偶者，子ども，両親の順で多い結果となってい

る。先祖，祖父母，孫など墓を代々受け継いでいく考え方が希薄になっているこ

とがうかがわれる。 

・市が合葬墓を整備することについては，約 54%の市民が肯定的に評価している。 

・市が合葬墓を整備すべきだと思う理由は，主に承継者問題が約 30%，墓守問題が

約 25%，経済的問題と募集状況改善が約 20%とあげられた。 
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合葬墓を整備すべきだと思う理由（n=962 , 複数回答） 

①承継者問題 ②墓守問題 ③経済的問題 ④募集状況改善 ⑤その他 

霊園を利用する予定の親族(n=1,102，複数回答) 
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３）市民の声 

 福岡市に寄せられた霊園等へのご意見としては，主に「市立霊園に応募しても当

選しない」，「納骨堂，合葬墓等の共同墓，樹木葬などを検討してほしい」などの

市民の声が多く寄せられている。 
 
日付 年齢住所等 内容 

H25.6.12 
（ハガキ） 

城南区 
70 代男性 

 市立霊園に永年応募しておりますが，全く当たりません。多数回応募者

には持点方式などを検討してもらえませんか。 
 20 ㎡とか広い墓地がありますが，これはもっと小さくして，多数の応

募者に答える事が公平だと思います。 

 納骨堂方式など，庶民に負担の少ない方法を検討して頂けたらと思いま

す。 

H25.8.12 
（メール） 

市内 
不詳 

 霊園がなかなか当選しないし，今後東京にいる子供が将来お墓の世話等

が出来ない等々を考えれば今後樹木葬等の共同墓地が話題になって来ると

思われます。関東でも人気集中している状況のなかで福岡市霊園につきま

しても樹木葬等々の共同墓地化の計画の検討がありましたら教えていただ

きたいのですが。 
 また，計画がない場合今後是非とも検討をお願いたしたいと思っており

ます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

H25.12.12 
（新聞投書） 

南区 
80 代以上 

女性 

 25 年前に亡くなった夫の遺骨は熊本市の実家の墓に入っていますが遠

くて，いずれ墓参りも行けなくなるでしょう。子どもも困ると思い，福岡

市立平尾霊園（南区）の区画募集に７，８回申し込みましたが，当選しま

せん。転出などで「空き」が生じた区画しか募集しないため，いつも倍率

が大変高いのです。 
 平尾霊園は交通の便がよく，年寄りは助かります。園内は道路よりも広

く緑地も多いので，一部を使って納骨堂を建ててもらえないでしょうか。

募集が限られる１軒１区画の墓地より，利用者は増えると思います。 

H27.1.9 
（新聞投書） 

早良区 
70 代男性 

 昨今は核家族化や少子化で後継者不足となり，維持してきた墓を引き継

ぐ者がいなくなり，放置される墓も相当数出ているようです。後継者のい

ない墓をどうしたらいいのか悩まれている方も沢山おられます。このこと

は最近，新聞，テレビでも取り上げられ社会問題となっています。各地で

共同墓の設置も行なわれています。他の自治体でも取り組まれているとこ

ろも在るようです。福岡市に於いても共同墓の設置を是非ともお願いした

いところです。 

H27.7.6 
（文書） 

80 代以上 
男性 

 東京では，都立の樹木葬霊園を募集したところ，多数の応募があったそ

うです。福岡市も樹木霊園や市立納骨堂の設置を検討されてはいかがでし

ょうか。 

H28.10.19 
（文書） 

東区 40 代

女性 

 （箱崎の九大跡地について）私は市が運営・管理する墓地にしてほしい

と思っています。墓地といっても墓石があるものではなく，日本にもめず

らしい街中にある新しい形の“自然葬”（＝森のように見える）場所。今

は高齢者も多く，今後も増えつづけ，樹木葬など望まれる人々も多いで

す。九大は大木も多く，新しく木々を植えるのも OK。（中略）今は海へ

の散骨も高いし，やっているところもうさん臭い会社。樹木葬も遠い場所

や高額な所が多い。 
 （中略）墓石なしにすることで，皆平等に見えて，そして怖いイメージ

もない。施設作らず，自然を生（活）かし，お金をかけないで再利用。 
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（２）市立霊園の概要 

福岡市では，東区に三日月山霊園，南区に平尾霊園，そして西区に西部霊園，と計３か所の霊

園が設置されている。本市の霊園は，都市公園として整備されており，墓地利用者のみならず，

憩いややすらぎの場として，四季折々の季節ごとに静かな散策やハイキングなどを楽しむ場とし

ても利用されている。 
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（３）法的位置づけ 

「墓地，埋葬等に関する法律」における位置づけ 

「墓地，埋葬等に関する法律」（昭和２３年５月３１日 法律第 48 号）及び同法

に係る国の指針により，「墓地，納骨堂又は火葬場の経営主体については，原則とし

て市町村等の地方公共団体とし，これにより難い事情がある場合であっても，宗教

法人，公益法人等に限る」とされていることから，福岡市民の需要に応える合葬式

施設は，まず地方公共団体である本市が整備する必要がある。 

また，本市における墓地，納骨堂の経営許可については，関係法令およびその具

体的な許可基準や事務処理手続きを定めた「墓地等（墓地，納骨堂及び火葬場）許

可事務取扱い要領」によりその事務を行っているところであるが，経営許可の事務

遂行にあたっては，広域的な需給バランスの確保が必要であることから，５年ごと

に「福岡市墓地・納骨堂の需給状況調査」を行っている。 

なお，「墓地，埋葬等に関する法律」においては，他人の委託を受けて焼骨を収蔵

するための施設を「納骨堂」とされており，合葬式施設については，一旦収蔵した

遺骨を返却するなら納骨堂，返却しないのであれば，委託を受けて焼骨を収蔵（管

理）しているとは言えないことから，「墓地」として取り扱うことが適切と判断され

る。 

 

都市計画法に位置づけられた霊園 

 墓地の経営を行うためには，市長の経営許可を受ける必要があるが，都市計画決

定によって設置される墓地（都市計画上の「墓園」）は，経営許可の手続きを要さ

ずに設置することができる。旧建設省の墓地計画標準は現在失効しているが，市内

３霊園はこの基準に基づいて計画・整備された。 

 福岡市新・緑の基本計画において，福岡市立霊園は特殊公園の中でも，その面積

の３分の２以上を園地等とする景観の良好なかつ屋外レクリエーションの場として

利用に供される墓地を含んだ公園である「墓園」に位置づけられている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

○墓地計画標準について（抜粋）〔昭和３４年(１９５９年) 建設省〕 

  都市計画又は都市計画事業として決定する場合における墓地計画標準 

  第１ 計画方針 

   墓地は，都市の総合的利用計画に基づき，静寂な環境にその位置を選定するものとし，墓地の諸施設は，周囲に及ぼ

す影響を考慮し，風致美観に留意して計画するものとする。 

  第２ 計画 

   ・市街地に近接せず，かつ将来の発展を予想し市街化の見込みのない位置であって，市街地からおおむね１時間以内

で到達できる位置であること。 

   ・緑地系統の一環として配置すること。 

   ・主要な道路，鉄道及び軌道に接しないこと。 

   ・火葬場と併置しないこと。 

   ・墓所の面積は一個所おおむね１０ヘクタール以上とすること。 

   ・墓所面積を全墓地面積の３分の１以下とする。 

   ・一墓所の面積は４平方メートル以上とすること。 

   ・既存の風景は，保存するよう極力努めること。 

   ・墓地外緑部は，植樹帯で囲むこと。 



・ 
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（４）市立霊園の管理運営体制 

 平成 17 年度までは森と緑のまちづくり協会（現：緑のまちづくり協会）に特命

随意契約で管理業務を委託。平成 18 年度から直轄公園は指定管理者制度を導入し

たが，霊園管理業務については，来園者の案内や巡回監視等の事務管理業務と施設

の点検，補修及び清掃等維持管理に関する業務であり，これらは協会のノウハウの

活用を必要とせず，事実行為のみであることから，市が直接管理し，民間へ業務委

託を行い，管理業務受託者が，シルバー人材センターに管理事務所職員を派遣依頼

しており，各管理事務所に２名が常駐している。 

 管理業務受託者が事実行為のみをおこなっているため，十分な市民サービスを提

供できていない状況である。 

 他の政令市などでは，霊園管理に指定管理を導入し，花や線香の販売，墓の清掃

の代行などのサービスを行っているところも多い。ただし，募集や管理料徴収など

は指定管理者ではなく直営としている場合が多いため，事実上，業務委託とあまり

変わらない例もある。横浜市や相模原市などの例では，積極的な自主事業を展開す

るなど，利用者サービス向上の観点から，指定管理者を導入するメリットもあると

考えられる。  
 

市が直営でやっている維持管理内容 業務委託における維持管理内容 

・使用料および管理料の徴収 

・許認可事務 

(行為許可，占用許可，施設設置許可) 

・募集事務(広報，抽選会) 

・除草指導 

・建立指導 

・霊園利用者名簿の管理 

など 

・来園者の案内 

・巡回監視 

・施設点検 

・埋蔵届の受領 

・墓碑工事の対応 

など 

 

 
（参考）平成 29 年度予算 

霊園管理費     76,018 千円 

 
委託料   68,859 千円 

  
維持管理委託  64,111 千円 

  
システム運用支援 4,748 千円 

 
事務費   7,159 千円 

関連歳入     135,031 千円 

 

使用料収入 

（墓所購入料） 
  65,863 千円 

 

手数料収入 

（管理料） 
  68,968 千円 

  
霊園管理料 68,765 千円 

  
収入証紙 203 千円 

 
諸収入    200 千円 



・ 
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（５）市立霊園の応募状況 

 市に返還された空き墓所がある場合に利用者募集を行っており，平成 18 年度～

平成 28 年度の 11 年間において，応募倍率が平均 20～50 倍と高倍率になってい

る。３霊園の募集に対する申込者数の合計は近年，1,200 人～1,500 人ほどで推

移。平尾霊園の人気が最もある。 

 

 応募倍率が高い要因として，下記の要因が考えられる。 

   ・公営のため安心感があること 

   ・市内に競合する大規模な公園墓地が少ないこと 

   ・生前申込が可能であること。 
 

 
 
  



・ 
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（６）市立霊園の墓地の返還件数 

 
・市立霊園のうち，墓地の返還件数は増加傾向にある。 

・平成 22 年度から平成 28 年度までに返還した利用者の改葬先は，納骨堂への改

葬が 32％，墓地･霊園が 15％，寺院が 6％，自宅が 3％となっている。 

・承継者の所在地を見ると，「承継者がいない」割合が約 34%あげられた。 
 

 
 

 

      

29 
37 

42 

24 

47 
56 54 

0
10
20
30
40
50
60

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

返還件数 

返還件数 

年度別　返還件数 （単位：件）

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 累計

29 37 42 24 47 56 54 289

平尾 16 21 23 13 19 26 25 143 平尾

三日月山 5 2 8 5 6 7 14 47 三日月山

西部 8 14 11 6 22 23 15 99 西部

納骨堂 11 6 12 9 16 16 23 93 納骨堂

墓地・霊園 7 5 4 3 7 12 4 42 墓地・霊園

寺院墓 0 3 3 1 4 3 3 17 寺院墓

自宅引取 3 3 1 0 0 0 2 9 自宅引取

不明 0 0 3 0 0 0 0 3 不明

埋蔵履歴なし 8 20 19 11 20 25 22 125 埋蔵履歴なし

市内 11 14 19 9 19 19 19 110 市内

県内 0 3 6 1 5 3 5 23 県内

県外 9 9 6 4 7 12 10 57 県外

承継者なし 9 11 11 10 16 21 20 98 承継者なし

※28年度は１月末までの件数

霊
園
別
内
訳

改
葬
先
区
分

承
継
者
住
所
別

年度

返還件数合計 返還件数合計

霊
園
別
内
訳

改
葬
先
区
分

承
継
者
住
所
別

 

承継者が

いない，

34％

市内

県内

県外

承継者の所在地の割合 



・ 
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（７）市立霊園を取り巻く課題 

１）墓地ニーズの多様化 

「墓地・納骨堂の需給状況調査」の結果によると，福岡市近郊では，お墓の供給

量は今後２０年程度充足しているため，原則として新規の墓地・納骨堂の経営を許

可していない。このため，福岡市内においては，民営の大規模霊園がほとんど立地

しておらず，合葬墓などの新たな形態の墓地は，現在のところ福岡市内にはない状

況である。（福岡都市圏には数件の事例がみられる） 

こうした状況の中，「子供等に迷惑をかけたくない（墓守問題）」「承継者がい

ない（承継問題）」「墓等が高額（経済的問題）」などの理由から，公営の合葬墓

に対する期待が高まっていることが明らかになっており，墓地に関する多様化する

市民ニーズに対し，ハード･ソフトの両面から対応していく必要がある。 
 

２）市立霊園の空き墓所における高い応募倍率 

 平成１８年度から平成２８年度の 11 年間において，３霊園の空き墓所における

応募倍率は，平尾霊園が 61.3 倍，三日月山霊園が 20.5 倍，西部霊園が 29.1 倍

と，いずれも高倍率であるため，より多くの市民に墓所が提供できていない状況で

ある。市立霊園を利用したいニーズに応えるためにも，墓地需要の変化に伴い新た

な形態の墓地を導入することで、応募倍率を抑えることが可能となる。  
 

３）承継者不足によるお墓の返還 

 近年，「承継者がいない」等の理由から市立霊園における墓地の返還件数が増加

しており，承継者を必要としないお墓の検討をしていく必要がある。 
 

４）既存施設の老朽化 

 三霊園とも開園から約３０年以上の年月が経っており，特に平尾霊園は，憩いの

スペースにあるベンチや遊具などの老朽化が著しく進んでいる。また，十分な管理

が行き届いていないため，樹木等も繁茂して巨大化して，死角や暗がりを形成して

おり，利用者が安心して利用できていない状況である。このような状況にあること

から，既存のオープンスペースの利活用も含め，老朽化した施設に対する適切な対

応が必要である。 
 

５）運営方法の見直し 

 現在，市の直営管理のもと委託により巡回監視や施設点検，清掃等の事実行為の

みが行われている。一方，墓地ニーズの多様化にあわせ，他都市では，指定管理者

制度の導入により，花や線香の販売，墓の清掃の代行などのサービスを行い，利便

性の向上を図っており，本市においても，市立霊園の運営方法について見直し検討

を進める必要がある。 
 



 

 

 

 

3 ■ 他都市における合葬墓等の導入状況 

他都市における合葬墓等の導入状況 

政令指定都市と東京都の 21 大都市のうち，承継を必要としない形態の墓地を有しているのは，14 都市 23 施設である。（H28.12 月末時点） 
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都市名 霊園・施設名 承継を前提とする・
しない

施設内での墓参
⼀定期間後の

合葬
永代使⽤料
（円/体）

管理料の
要・不要

有期納⾻
スペース

埋蔵可能数
（合祀）

備考

札幌市 平岸霊園合同納⾻塚  前提としない  墓参できない 直接合葬 ¥9,100 不要 ― 12,000 随時受け⼊れ(市⺠のみ，⽣前受付不可）

仙台市 いずみ墓園個別集合墓  前提としない  墓参できない ¥298,000 不要※ ― 880
※個別カロートを有する集合墓。
※⼀括前納する永代管理料88,000円を含む⾦額。

さいたま市 思い出の⾥霊園合葬式墓地  前提としない  墓参できない 20年後合葬 ¥140,000 不要 1,200 1,200
千葉市 桜⽊霊園合葬式墓地  前提としない  墓参できない 30年後合葬 ¥70,000 不要 12,000 24,000 30年間は改葬可能。

⼩平霊園合葬埋蔵施設1号基  前提としない  墓参できない 20年後合葬 ¥93,000 不要 3,000 12,000
 前提としない  墓参できない 20年後合葬 ¥93,000 不要
 前提としない  墓参できない 直接合葬 ¥60,000 不要

多磨霊園合葬埋蔵施設  前提としない  墓参できない 20年後合葬 ¥83,000 不要 3,000 37,000
 前提としない  墓参できない 20年後合葬 ¥129,000 不要
 前提としない  墓参できない 直接合葬 ¥52,000 不要
 前提としない  墓参できない 直接合葬(遺骨) ¥131,000 不要
 前提としない  墓参できない 直接合葬(粉骨) ¥43,000 不要

⻘⼭霊園⽴体式埋蔵施設  前提としない  墓参できない 20年後合葬 ¥542,000 不要 576 576
⾕中霊園⽴体式埋蔵施設  前提としない  墓参できない 20年後合葬 ¥542,000 不要 576 576
⽇野公園墓地合葬式墓地  前提としない  墓参できない ¥65,000 不要 6,000
ﾒﾓﾘｱﾙｸﾞﾘｰﾝ慰霊碑型納⾻施設  前提としない  墓参できない 30年後合葬※ ¥90,000 不要 12,000 12,000
ﾒﾓﾘｱﾙｸﾞﾘｰﾝ樹⽊型納⾻施設  前提としない  墓参できない 直接埋蔵 ¥200,000 不要 ― 3,000

相模原市 峰⼭霊園合葬式墓所  前提としない  墓参できない 20年後合葬 ¥90,000 不要 2,500 5,000 20年後に合葬
太夫浜霊苑樹⽊葬墓地（合同）  前提としない  墓参できない 合葬墓 ¥106,800 不要 ― 800
太夫浜霊苑樹⽊葬墓地（個別）  前提としない  墓参できない 個別埋蔵 ¥310,400 不要 ― 1,500

静岡市 愛宕霊堂  前提としない  墓参できない 直接合葬 ¥101,940 不要 3,160 3,000 ※⼀時(30年まで)預かりも可。承継が必要
浜松市 浜松市納⾻堂（三⽅原墓園内）  前提としない  墓参できない 直接合葬 ¥121,370 不要 3,000 2,000 ※⼀時(30年まで)預かりも可。承継が必要

 前提としない  墓参できない 直接合葬 ¥50,000 不要
 前提としない  墓参できない 10年後合葬 ¥100,000 不要
 前提としない  墓参できない 15年後合葬 ¥150,000 不要

神⼾市 ⻄神墓園区画型合葬式墳墓  前提としない  墓参できない 30年後合葬 ¥300,000 不要 132 　 H23，パイロット的に試⾏整備。
岡⼭市 上道霊園合葬墓  前提としない  墓参できない ¥10,000 不要
広島市 ⾼天原墓園市⺠合葬墓  前提としない  墓参できない 直接合葬 ¥50,000 不要 ― 10,000 H28.4⽉供⽤開始。公募プロポーザル⽅式

平均額 ¥144,000

⼋柱霊園合葬埋蔵施設

⼩平霊園合葬埋蔵施設2号基 7,000 64,000

新潟市
H27.10⽉供⽤開始の樹⽊葬。個別は約48万円で2体利⽤可
能。

100,000

⼩平霊園樹林型合葬埋蔵施設 ― 10,700

東京都

⼀定期間経過後合祀か直接合祀。
直接の場合は使⽤料減額。
都⽴霊園普通墓からの改葬に対する優遇制度あり。

H24開設当時，⼤きな話題を集めた樹⽊葬。

狭い敷地に墓地を集約するのに適している。1区画に3体まで
収蔵でき，対⾯参拝可能。（使⽤料は3体分）

横浜市
永代使⽤料には管理料含む。
※30年後に更新も可能

合葬する時期によって使⽤料が変動。
申し込みは随時受付。

⼤阪市 ⽠破霊園内合葬式墓地 4,000 24,200

資料 17 

資料 18 

資料 14 

資料 14 

資料 14 

資料 14 
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資料 20 
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資料 16 
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4 ■ 今後の市立霊園の整備・運営の基本的な方針 

（１）市立霊園が目指す方向性 

 

市立霊園については，永続性の観点から安定した運営が期待でき，使用料や管

理料も比較的安価であるため，取得を希望する市民が多い。墓地・納骨堂の供給

量は，今後２０年程度充足しているが，このような市民から期待される役割を果

たすとともに，現在の社会状況を踏まえて，今後の市立霊園の整備・運営の基本

的な方針を整理する。 

 

従来の「家族」や「血縁」で守る墓※１ を前提にした墓地を維持していく 

とともに，これからの多様化する社会情勢を見据えた，社会全体で支える墓※2

を新たに整備・運営し，幅広い市民ニーズに対応した市立霊園を目指す。 
 
※１；家族や血縁等で代々承継し，先祖や個人を供養する墓   

※２；承継を必要としない，亡くなった個人を社会全体で供養する墓 

 

 単身高齢者世帯や子供がいない世帯などの増加が見込まれる今後の社会情勢を

踏まえ，多様な家族形態や様々な立場にある市民が安心して利用できるよう，

「承継者を必要としない」墓地の整備・運営を目指す。 
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（２）今後の市立霊園の整備・運営の基本的な方針 

 

１）新たな形態の墓地の導入 

① 市民ニーズに対応した「合葬墓」の導入 

現在，福岡市においては，３霊園で 10,716 区画の墓地を提供しているが，空 

墓所の応募倍率は非常に高く，市立霊園を利用したくても利用できない市民が多

い状況が続いている。 

また，近年は，社会情勢や家族形態の変化等から，墓地に対する新たなニーズ 

（承継者不要，管理費不要，墓石不要な形態の墓等）が生じているところではあ 

るが，市立霊園には従来型墓地（一部芝生墓地）しかなく，多様なニーズに対応 

できていない。 

こうした状況から，より多くの市民が利用可能な，新たな形態の墓地として「合

葬墓」を導入するものとする。 

 

（「合葬墓」の導入により生まれる副次的な効果） 

承継問題等を抱えた市立霊園利用者においては，合葬墓の導入により，普通墓

から合葬墓への改葬を進める利用者が想定され，利用墓所の返還が促進される。 

また，現在財産区所有の墓等の「墓じまい」が進んでおり，その受け皿として

は，寺院等の墓や納骨堂へ改葬されているが，行政による合葬墓の導入により，

宗教を問わず改葬を進めることが可能となる。 

  さらに，利用墓所の返還が促進されることにより，普通墓に新たな募集区画が

増え，募集倍率の緩和が図られることが期待される。 

 

②「合葬墓」の導入を契機とした霊園の再整備 

 「合葬墓」の導入にあたっては，設置場所や規模等の検討だけでなく，今後の 

運営方法の見直しを踏まえた管理運営上必要となる施設の検証を行うと共に，老

朽化した施設の再整備について合わせて検討を進める。 
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 「合葬墓」は，一つの墓に多くの遺骨を一緒に埋蔵するという新しい形態の墓地

で，公営霊園内の施設においては，おおむね次のような特色を持っている。 
 

合葬墓の特徴 

項  目 特  徴 

承  継 承継を前提としない共同の墓であり，墓を継いでくれる人がいな 

い方も利用できる。 

墓参・供養 納骨堂と異なり，施設内に入って墓参することはできない。 

寺院の永代供養墓と異なり，宗教的な供養は行わないが，施設に 

よっては年１回程度，合同慰霊祭等の式典を行う場合がある。 

費      用 施設の管理は霊園管理者が行い，多くの場合，使用料は安価で 

あり，管理料は不要である。 

埋蔵可能数 普通墓等と比べ，単位面積あたりの埋蔵数が多く，限られた敷地 

を有効活用できる。 

埋蔵方法 施設への納骨後，すぐに他の遺骨と一緒に合葬する方法（直接合

葬）と，一定期間（１０年～３０年）経過後に他の遺骨と一緒

に合葬する方法を選ぶことができる。 

施設の造り 共同の納骨施設の上に，碑や参拝施設などの建立物をたてたも

の。個別の区画があり，その中に個々の墓石を設置したもの，屋

内の専用施設内に用意するもの，など様々な種類がある。 
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普通墓，納骨堂，合葬墓の比較 

 普通墓 納骨堂 合葬墓(合葬式墓地) 

考え方 ・先祖並びに個人を弔う場，

供養する場 

・普通墓の前で墓参 

・個人を弔う場，供養する場 

・納骨場所の前で墓参 

・個人を弔う場，供養する場 

・共同の献花台で墓参 

（収蔵後は骨壺，遺骨を見る

ことはできない） 

法的位置

づけ 

・「墓地，埋葬等に関する法

律」では，お墓を「墳墓」

と呼び ，埋葬とは死体を

土中に葬ることをいう 

 

・「墓地，埋葬等に関する法

律」の第 2 条の 6 に規定さ

れている通り，他人からの

委託を受けて遺骨を収蔵す

るために納骨堂として知事

から裁可を受けた施設であ

る。 

・合葬式施設については，一

旦収蔵した遺骨を返却する

なら納骨堂，返却しないの

であれば，委託を受けて焼

骨を収蔵（管理）している

とは言えないことから，墓

地として取り扱うことが適

切と判断される。 

 

埋葬方法 ・遺骨をお墓の中で永代に収

蔵する。 

・施設全体としては複数の祭

祀者が共同で利用するが，

遺骨はそれぞれ独立した状

態で保管されることが通常

である。 

・「不特定多数の」死者の遺

骨をひとつの墳墓に一緒に

納める。 

 墳墓の中では，一定期間は

遺骨を独立した状態で保管

し，一定期間経過後は遺骨

を一緒に収蔵する。 

  

維持管理 ・利用者は，掃除や献花な

ど，購入後の管理が必要で

ある。 

・利用者は，一般的に，維持

管理を必要としない。 

・利用者は，一般的に，維持

管理を必要としない。 

費用 ・一般的に，他に比べて使用

料が高価であり，墓石など

も購入する必要があるため

多額の費用を必要とする。 

 

一般的に以下の費用を要す 

・「永代使用料」 

・「年間管理料」 

・「お墓建立代」 

・一般的に，普通墓所と比べ

て使用料が安価である。 

 

 

 

一般的に以下の費用を要す 

・「永代使用料」 

・「年間管理料」 

 

・一般的に，普通墓所や納骨

堂と比べて使用料が安価で

ある。 

 

 

一般的に以下の費用を要す 

・「永代使用料」 

 

その他 ・埋蔵場所が特定でき，改葬

等に対応可能 

 

・埋蔵場所が特定でき，改葬

等に対応可能 

 

・埋蔵場所が特定できないた

め，改葬等に対応できない 

 

外観 

形状 
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合葬墓を導入した場合の運営業務 

２）市民サービスの向上に向けた運営方法の見直し 

① 利用者サービスの向上 

現在，福岡市の霊園の管理は，市の直営管理で利用者の台帳管理等を行うと共

に，現場の維持管理については，業務委託により巡回監視や施設点検，清掃など

を行っている。 

今後の高齢化社会等の社会状況を見据えると，霊園への墓参が困難な利用者が

増加することが見込まれ，他都市における霊園の実態等を踏まえると，墓地区画

の管理が行き届かなくなり，霊園らしい美観を維持することが，困難になること

などが想定される。 

しかしながら，利用者ニーズは多様化しており，線香や生花の販売，墓の清掃

の代行サービス，霊園へのアクセス向上などが行えるよう，柔軟に施設の利用や

運営方法等の見直しを進める必要がある。他の大都市においては，指定管理者を

導入し，様々な利用者サービスを提供している事例もある。 

以上から，指定管理者制度の導入を検討する。 

なお，合葬墓を導入した場合は，納骨の際に管理者が一旦利用者から遺骨を預

かり，合葬墓に埋蔵するため，霊園管理事務所での遺骨の受付業務，一時保管業

務と所定の場所への確実な埋蔵等が新たな業務として発生する。これらの業務に

ついても，指定管理者として実施することが可能と考えられる。 

  

従来の維持管理業務内容 

【市が直営でやっている維持管理内容】 【業務委託における維持管理内容】 

・使用料および管理料の徴収 

・許認可事務 

(行為許可，占用許可，施設設置許可) 

・募集事務(広報，抽選会) 

・除草指導 

・建立指導 

・霊園利用者名簿の管理 

・来園者の案内 

・巡回監視 

・施設点検 

・埋蔵届の受領 

・墓碑工事の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・線香や生花の販売 

・墓参代行(清掃含む) 

・シャトルバス運行 

・終活相談サービス 

・市民活動の場として活用 

 
指定管理者制度導入等で 

期待される新たな市民サービス 
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・遺骨の受付業務 

・遺骨の一時保管業務 

・合葬墓への埋蔵等業務 



 

 

 

 

【参考】大都市の公営霊園における指定管理者導入状況と業務内容 
（平成 28 年 5 月時点） 

 

政令指定都市に東京都を加えた 21 都市のうち，8 都市が指定管理者制度を導入し

ている。 

 
項目 ╲ 都市名 東京都 横浜市 川崎市 相模原市 浜松市 名古屋市 大阪市 広島市 

選定方法 非公募 公募 公募 公募 公募 公募 公募 公募 

指定管理者 外郭 民間 民間 民間 民間 外郭 外/民 民間 

合葬墓等の有無 あり あり なし あり あり なし あり あり 

指定管理業務         

Ａ)新規利用者の募集 ○ 
 

○ 
  

○ ○ 
 

Ｂ)利用許可証の交付 ○ ○ ○ 
 

○ ○ ○ 
 

Ｃ)霊園使用料徴収・収納 
     

○ 
  

Ｄ)霊園内工事の受付 

一時使用料の徴収 
○ △ ○ △ 

 
○ ○ 

 

Ｅ)公園内行為許可等 
    

○ 
   

Ｆ)霊園管理料徴収・収納 ○ 
 

○ 
  

○ 
  

Ｇ)合葬墓等への納骨作業 ○ ○ ※ ○ ○ ― ○ × 

Ｈ)無縁墓調査・整理 ○ 
 

○ 
 

△ 
 

○ 
 

Ｉ)その他 
      

○ 
 

Ｊ)施設維持管理のみ 
       

○ 

備考 

※ 大阪市は 1 霊園のみ民間事業者が指定管理で残りは外郭団体。名古屋市は 3 霊園中，

1 霊園のみ指定管理。 

※ 横浜市，相模原市の D は，工事の受付のみで使用料徴収は行っていない 

※ 川崎市は合葬墓を有していないが，導入した場合は指定管理業務を想定とのこと。 

※ 広島市は合葬墓への納骨業務を現在は直営で行っている。 

※ 浜松市の H は調査のみ 

※ 大阪市の「その他」は「臨時使用料及び事務手数料の徴収・収納」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４-６ 



 

 

 

 

② 墓地の無縁化の対策の推進 

 現在，市立霊園では無縁墓は増加していないが，少子高齢化の進展による墓の

承継者不足は今後懸念されるところである。 

 無縁墓が増えると，墓所が管理されないため，周辺利用者への迷惑や美観上の

問題がある。また，新規利用者の募集倍率が非常に高く，新たな墓を求める市民

が多い中で，利用されていない墓所があることは，市民のための墓地供給という

観点からも問題がある。 

 無縁改葬を行うには，一年以上の時間と人件費や墓石撤去費用などのコストが

かかるため，そもそも無縁墓を発生させないことが肝要である。 

 このため，市立霊園の普通墓利用者が「墓じまい」する際の受け皿として合葬

墓を活用し，無縁墓の発生を抑制する仕組みづくりを検討する。 

 例えば，東京都立霊園においては，「施設変更制度」として，普通墓等の利用者

が都に利用墓所を返還することを条件に，合葬墓への利用許可を行い，その使用

料を免除している。これにより無縁墓の発生を抑制する効果が期待されている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

少子高齢化・家族の希薄化，未婚化 

墓の承継者がいない 

利用者死亡 

無縁墓発生 

墓じまい・墓所返還 

無縁化防止 

利用者が，墓所返還の受け皿として 
合葬墓を活用することにより無縁化を防止する 
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